
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和４年１１月２５日（金）  ８：２７～８：３５ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：岸 田 文 雄 内閣総理大臣 

松 本 剛 明 国務大臣（総務大臣） 

齋 藤   健 国務大臣（法務大臣） 

林 芳 正 国務大臣（外務大臣） 

鈴 木 俊 一 国務大臣（財務大臣、内閣府特命担当大臣） 

永 岡 桂 子 国務大臣（文部科学大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（厚生労働大臣） 

野 村 哲 郎 国務大臣（農林水産大臣） 

西 村 康 稔 国務大臣（経済産業大臣、内閣府特命担当大臣） 

斉 藤 鉄 夫 国務大臣（国土交通大臣） 

西 村 明 宏 国務大臣（環境大臣、内閣府特命担当大臣） 

浜 田 靖 一 国務大臣（防衛大臣） 

松 野 博 一 国務大臣（内閣官房長官） 

河 野 太 郎 国務大臣（デジタル大臣、内閣府特命担当大臣） 

秋 葉 賢 也 国務大臣（復興大臣） 

谷   公 一 国務大臣（国家公安委員会委員長、内閣府特命担当大臣） 

小 倉 將 信 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

後 藤 茂 之 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

高 市 早 苗 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

岡 田 直 樹 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：木 原 誠 二 内閣官房副長官 

磯 﨑 仁 彦 内閣官房副長官 

栗 生 俊 一 内閣官房副長官 

近 藤 正 春 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件      ２件 

○国会提出案件   １４件 

○政令        ５件 

○人事        ５件 

○配布        １件 

いずれも、案件表のとおり、決定等となった。 
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議事内容： 

○松野国務大臣：ただ今から、閣議を開催いたします。 
まず、閣議案件について、木原副長官から御説明申し上げます。 

○木原内閣官房副長官：一般案件等について、申し上げます。まず、「日米地位協定」

第２条に基づく、米軍使用施設・区域の共同使用等について、御決定をお願いいた

します。今回の案件は、日米共同訓練を実施するため、那覇駐屯地の一部土地等を

追加提供するもの等、計４件であります。 
次に、信・解任状に認証を仰ぐことについて、御決定をお願いいたします。本件

は、「アイルランド国」及び「ルワンダ国」駐箚特命全権大使の異動に伴い、交付す

べき信任状及び解任状であります。 
次に、国立研究開発法人日本医療研究開発機構外５法人の「特定公募型研究開発

業務」等の報告書を主務大臣の意見を付して国会に報告することについて、それぞ

れ御決定をお願いいたします。本件につきましては、後程、高市大臣、文部科学大

臣、農林水産大臣及び経済産業大臣から御発言があります。 
次に、質問主意書に対する答弁書２件について、お手元の資料のとおり、御決定

をお願いいたします。 
次に、政令５件について、御決定をお願いいたします。まず、「電気事業法施行令

の一部改正令」は、蓄電用の電気工作物に係る技術基準命令等の権限を経済産業大

臣から産業保安監督部長に委任する等、所要の規定の整備を行うものであります。 
次に、「高圧ガス保安法等の一部改正法の一部の施行期日令」は、同改正法の一部

の施行期日を令和５年３月２０日とするものであり、「同改正法の施行に伴う関係

整備等政令」は、風力発電設備の技術基準への適合性を確認する「登録適合確認機

関」の更新期間を定める等、関係政令の規定の整備を行うものであります。 
次に、「電気工事士法施行令の一部改正令」は、電気工事士試験の実施方法に、電

子計算機を使用する方法を追加するものであります。 
次に、「自衛隊法施行令の一部改正令」は、自衛隊の使用する無人航空機について、

事故が発生した場合の措置等に関し航空法の特例を定めるものであります。 
次に、人事案件について、申し上げます。まず、スイス国兼リヒテンシュタイン

国駐箚大使白石興二郎を願いに依り免ずることについて、御決定をお願いいたしま

す。 
次に、事業創造大学院大学客員教授伊藤聡子外２１名を日本ユネスコ国内委員会

委員に任命することを承認することについて、お手元に配布しております資料のと

おり、御決定をお願いいたします。 
次に、裁判官人事といたしまして、判事兼簡易裁判所判事に任命するもの外２件

について、御決定をお願いいたします。 
次に、太田利彦外６４５名の叙位、叙勲又は紺綬褒章等授与について、御決定を

お願いいたします。 
次に、元特命全権大使藤木完治外５名の外国勲章受領許可について、御決定をお

願いいたします。 
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○松野国務大臣：次に、大臣発言がございます。まず、高市大臣。 
○高市国務大臣：令和３年度に国立研究開発法人日本医療研究開発機構が実施した

「特定公募型研究開発業務」に関する報告書及び同報告書に付する内閣総理大臣、

文部科学大臣、厚生労働大臣及び経済産業大臣の意見について申し上げます。特定

公募型研究開発業務については、これまでの基金に２，５７２億７，０００万円を

追加交付しました。健康・医療分野におけるムーンショット型研究開発等事業、ワ

クチン開発推進事業、ワクチン・新規モダリティ研究開発事業、ワクチン開発のた

めの世界トップレベル研究開発拠点の形成事業及び創薬ベンチャーエコシステム

強化事業に関して、関係各省と協議を行い、着実に業務を実施しました。この業務

について、内閣総理大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣及び経済産業大臣として、

透明性・公正性に十分留意したものであり、適正であったとの意見を付しておりま

す。 
○松野国務大臣：次に、文部科学大臣。 
○永岡国務大臣：令和３年度に国立研究開発法人科学技術振興機構が実施した「特定

公募型研究開発業務」、独立行政法人日本学術振興会が実施した「学術研究助成業

務」及び独立行政法人日本スポーツ振興センターの「スポーツ振興投票に係る収益

の使途」に関する報告書及び同報告書に付する文部科学大臣の意見について申し上

げます。これらの報告書の概要は別紙のとおりですが、各業務及び収益の使途につ

いて、文部科学大臣として、透明性・公正性に十分留意したものであり、適正であ

ったとの意見を付しております。 
○松野国務大臣：次に、農林水産大臣。 
○野村国務大臣：令和３年度に国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構が

実施した「特定公募型研究開発業務いわゆるムーンショット型研究開発」に関する

報告書及び同報告書に付する農林水産大臣の意見について申し上げます。ムーンシ

ョット型研究開発について、同機構は、外部有識者による評価結果を踏まえた資金

配分の見直し等、着実な事業運営を行いました。同機構の本業務の事業運営につい

ては、透明性・公正性に十分留意したものであり、農林水産大臣として、適正であ

ったとの意見を付しております。 
○松野国務大臣：次に、経済産業大臣。 
○西村（康）国務大臣：令和３年度に国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合

開発機構が実施した５件の基金事業に関する報告書及び同報告書に付する経済産

業大臣の意見について申し上げます。ムーンショット型研究開発事業、ポスト５Ｇ

情報通信システム基盤強化研究開発事業及びグリーンイノベーション基金事業に

ついては、事業の公募や実施者の選定、実施中の事業の進捗確認等を行いました。

経済安全保障重要技術育成プログラム基金事業及び特定半導体基金事業について

は、それぞれ、１，２５０億円、６，１７０億円の基金を造成し、事業実施に必要

な体制や、関係規程の整備等を行いました。これらの業務について、経済産業大臣

として、透明性・公正性に十分留意したものであり、適正であったとの意見を付し

ております。 
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○松野国務大臣：これをもちまして、閣議を終了いたします。 
引き続き、閣僚懇談会を開催いたします。 
御発言はございますか。 
無いようですので、以上をもちまして、閣僚懇談会を終了いたします。 
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令和４年 

11月 25日 

◎ 一 般 案 件

   ○ 「 日 本 国 と ア メ リ カ 合 衆 国 と の 間 の 相 互 協 力 及 び

安 全 保 障 条 約 第 ６ 条 に 基 づ く 施 設 及 び 区 域 並 び に

日 本 国 に お け る 合 衆 国 軍 隊 の 地 位 に 関 す る 協 定 」

第 ２ 条 に 基 づ く 施 設 及 び 区 域 の 共 同 使 用 及 び 追 加

提 供 に つ い て （ 決 定 ）        （ 防 衛 省 ）

   ☆ ア イ ル ラ ン ド 国 駐 箚 特 命 全 権 大 使 丸 山 則 夫 外 １ 名

に交付すべき信任状及び前任特命全権大使北野 充

外 １ 名 の 解 任 状 に つ き 認 証 を 仰 ぐ こ と に つ い て

（ 決 定 ）              （ 外 務 省 ）

◎ 国 会 提 出 案 件

1. 国 立 研 究 開 発 法 人 日 本 医 療 研 究 開 発 機 構 令 和

３ 年 度 特 定 公 募 型 研 究 開 発 業 務 （ ム ー ン シ ョ

ッ ト 型 研 究 開 発 等 ） に 関 す る 報 告 書 及 び 同 報

告 書 に 付 す る 内 閣 総 理 大 臣 、 文 部 科 学 大 臣 、

厚 生 労 働 大 臣 及 び 経 済 産 業 大 臣 の 意 見 に つ い

て （ 決 定 ）

（内閣府本府・文部科学・厚生労働・経済産業省）

○ 1. 国 立 研 究 開 発 法 人 科 学 技 術 振 興 機 構 令 和 ３ 年

度 特 定 公 募 型 研 究 開 発 業 務 （ ム ー ン シ ョ ッ ト

型 研 究 開 発 ） に 関 す る 報 告 書 及 び 同 報 告 書 に

付 す る 文 部 科 学 大 臣 の 意 見 に つ い て （ 決 定 ） 

（ 文 部 科 学 省 ） 

1. 国 立 研 究 開 発 法 人 科 学 技 術 振 興 機 構 令 和 ３ 年

度 特 定 公 募 型 研 究 開 発 業 務 （ 経 済 安 全 保 障 重

要 技 術 育 成 プ ロ グ ラ ム ） に 関 す る 報 告 書 及 び

同 報 告 書 に 付 す る 文 部 科 学 大 臣 の 意 見 に つ い

て （ 決 定 ）            （ 同 上 ）

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料
な し

資 料
あ り

〔 別 添 〕
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1. 国 立 研 究 開 発 法 人 科 学 技 術 振 興 機 構 令 和 ３ 年  

度 特 定 公 募 型 研 究 開 発 業 務 （ 創 発 的 研 究 ） に  

関 す る 報 告 書 及 び 同 報 告 書 に 付 す る 文 部 科 学  

大 臣 の 意 見 に つ い て （ 決 定 ） （ 文 部 科 学 省 ） 

1. 独 立 行 政 法 人 日 本 学 術 振 興 会 令 和 ３ 年 度 学 術     

研 究 助 成 業 務 に 関 す る 報 告 書 及 び 同 報 告 書 に  

付 す る 文 部 科 学 大 臣 の 意 見 に つ い て （ 決 定 ） 

                 （ 同 上 ） 

1. 独 立 行 政 法 人 日 本 ス ポ ー ツ 振 興 セ ン タ ー 令 和  

３ 年 度 ス ポ ー ツ 振 興 投 票 に 係 る 収 益 の 使 途 に  

関 す る 報 告 書 及 び 同 報 告 書 に 付 す る 文 部 科 学  

大 臣 の 意 見 に つ い て （ 決 定 ）    （ 同 上 ） 

1. 国 立 研 究 開 発 法 人 農 業 ・ 食 品 産 業 技 術 総 合 研  

究機構令和３年度特定公募型研究開発業務（ム 

ー ン シ ョ ッ ト 型 研 究 開 発 ） に 関 す る 報 告 書 及  

び 同 報 告 書 に 付 す る 農 林 水 産 大 臣 の 意 見 に つ  

い て （ 決 定 ）        （ 農 林 水 産 省 ） 

     1. 国 立 研 究 開 発 法 人 新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総  

合 開 発 機 構 令 和 ３ 年 度 特 定 公 募 型 研 究 開 発 業  

務 （ ム ー ン シ ョ ッ ト 型 研 究 開 発 ） に 関 す る 報  

告 書 及 び 同 報 告 書 に 付 す る 経 済 産 業 大 臣 の 意  

見 に つ い て （ 決 定 ）     （ 経 済 産 業 省 ） 

     1. 国 立 研 究 開 発 法 人 新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総  

合 開 発 機 構 令 和 ３ 年 度 特 定 公 募 型 研 究 開 発 業  

務 （ ポ ス ト ５ Ｇ 情 報 通 信 シ ス テ ム 基 盤 強 化 研  

究 開 発 ） に 関 す る 報 告 書 及 び 同 報 告 書 に 付 す  

る 経 済 産 業 大 臣 の 意 見 に つ い て （ 決 定 ） 

（ 同 上 ） 

     1. 国 立 研 究 開 発 法 人 新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総  

合 開 発 機 構 令 和 ３ 年 度 特 定 公 募 型 研 究 開 発 業  

務 （ グ リ ー ン イ ノ ベ ー シ ョ ン 基 金 事 業 ） に 関  

す る 報 告 書 及 び 同 報 告 書 に 付 す る 経 済 産 業 大  

臣 の 意 見 に つ い て （ 決 定 ）     （ 同 上 ） 
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     1. 国 立 研 究 開 発 法 人 新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総  

合 開 発 機 構 令 和 ３ 年 度 特 定 公 募 型 研 究 開 発 業  

務 （ 経 済 安 全 保 障 重 要 技 術 育 成 プ ロ グ ラ ム 基  

金 事 業 ） に 関 す る 報 告 書 及 び 同 報 告 書 に 付 す  

る 経 済 産 業 大 臣 の 意 見 に つ い て （ 決 定 ） 

（ 経 済 産 業 省 ） 

     1. 国 立 研 究 開 発 法 人 新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総  

合 開 発 機 構 令 和 ３ 年 度 特 定 半 導 体 基 金 事 業 に  

関 す る 報 告 書 及 び 同 報 告 書 に 付 す る 経 済 産 業  

大 臣 の 意 見 に つ い て （ 決 定 ）    （ 同 上 ） 

     1. 衆 議 院 議 員 櫻 井 周 （ 立 憲 ） 提 出梨 法 務 大 臣   

 ○   更 迭 に か か る 岸 田 総 理 大 臣 の 判 断 の 遅 れ に よ  

る 外 交 へ の 悪 影 響 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁  

書 に つ い て （ 決 定 ）       （ 法 務 省 ） 

     1. 衆 議 院 議 員 和 田 有 一 朗 （ 維 新 ） 提 出 「 日 中 共  

同 声 明 」 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い  

て （ 決 定 ）           （ 外 務 省 ） 

 

          ◎ 政  令 

  ○ 電 気 事 業 法 施 行 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 （ 決 定 ）   

（ 経 済 産 業 省 ） 

 〃  ○ 高 圧 ガ ス 保 安 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 一 部 の  

施 行 期 日 を 定 め る 政 令 （ 決 定 ）     （ 同 上 ） 

 〃  ○ 高 圧 ガ ス 保 安 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 一 部 の 

施 行 に 伴 う 関 係 政 令 の 整 備 及 び 経 過 措 置 に 関 す る 

政 令 （ 決 定 ）             （ 同 上 ） 

 〃  ○ 電 気 工 事 士 法 施 行 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 

（ 決 定 ）               （ 同 上 ） 

 〃  ○ 自 衛 隊 法 施 行 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 （ 決 定 ） 

（ 防 衛 省 ） 

 

         ◎ 人  事 

  〇 特 命 全 権 大 使 白 石 興 二 郎 を 願 に 依 り 免 ず る こ と に 

   つ い て （ 決 定 ） 

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

7



   ○ 日 本 ユ ネ ス コ 国 内 委 員 会 委 員 の 任 命 に つ き 、 内 閣

の 承 認 を 得 る こ と に つ い て （ 決 定 ）

   ☆ 鎌 倉 正 和 外 ２ 名 を 判 事 兼 簡 易 裁 判 所 判 事 等 に 任 命

し 、 判 事 兼 簡 易 裁 判 所 判 事 角 田 ゆ み 外 ２ 名 を 願 に

依 り 免 ず る こ と に つ い て （ 決 定 ）

   ☆ 元 警 視 長 太 田 利 彦 外 ６ ４ ５ 名 の 叙 位 、 叙 勲 又 は 紺

綬 褒 章 等 授 与 に つ い て （ 決 定 ）

〃 ☆ 元 特 命 全 権 大 使 藤 木 完 治 外 ５ 名 の 外 国 勲 章 受 領 許

可 に つ い て （ 決 定 ）

◎ 配  布 

☆ 月 例 経 済 報 告 （ 内 閣 府 本 府 ） 

〔 ○ 署 名 あ り ☆ 署 名 な し 〕

資 料
あ り

資 料
あ り

資 料
な し
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